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１．自動車工業の基盤形成期：第１次五カ年計画期
ロシアにおける自動車工業形成の第一歩は，１９世紀と２０世紀の変わり目に踏み出された。しかし，
いくつかの成功にもかかわらず，ロシアの自動車製造は，１９２０年代の初め頃まで，依然として萌芽期
にあった。１９２４年，「モスクワ自動車工場」は１．５トントラックの生産を始めた。１９２５年秋には，「ヤ
ロスラブリ自動車工場」も貨物自動車の生産を開始した。ソ連の自動車生産量は，１９２４年の生産開始
後，非常にゆっくりと増加していった。両工場のさほど大きくない生産能力では，国民経済の諸部門
と軍隊の，常に増大し続ける自動車への需要を，たとえ最低水準においてさえも充足することはでき
なかった。
ソ連における自動車生産のための強力な工業基盤の形成を確かなものとする使命を帯びた諸計画
は，ソビエト政権による国家工業化政策が実施される中で，１９２０年代終りに具体的な形をとるように
なった。１９２９－３１年の間に，「モスクワ自動車工場」（１９３１年１０月，「スターリン名称モスクワ自動車
工場」に改称）は，中型貨物自動車を大量生産するための近代的な企業へと全面的に改造された。
ニージニー・ノヴゴロドでの自動車工場は，１９２９年３月にその建設決定がなされたのであり，第１次
五ヶ年計画の実施過程で実現された大型プロジェクトのひとつであった。ニージニー・ノヴゴロドに
おいて記録的な早さで建設されたこの工場は，１９３２年１月に自動車の生産を開始した。（１９３２年に
ニージニー・ノヴゴロド市からゴーリキー市へ名称が変更されたことに伴い，この工場も「ゴーリ
キー自動車工場」に改名された）。また１９３０年１１月には，戦後最大の自動車企業となった「共産主義
青年インターナショナル名称モスクワ自動車組立工場」も操業を始めた。
＊ 本稿は，岡山大学経済学部における報告（平成１３年１０月３１日）に基づいており，平成１３年度科学研究費補助金「ロシ
ア国家経済文書館所蔵機密解除ソ連経済資料の調査と研究：ソ連社会主義の再検討」（基盤研究（Ｂ） ，課題番号：
１２５７２０１８，研究代表者：源河朝典）による研究成果の一部である。著者の A. I. ミニューク氏は，ロシア国家経済文書
館副館長を経て現在は同文書館主任専門官である。日本語訳は，岩崎一郎（一橋大学大学院経済学研究科特別研修
生），杉浦史和（同博士後期課程），島信之（同）が分担して作成した原稿を源河が全体の調整を行った（三氏の所属は
平成１３年１０月３１日時点）。なお，小見出しと訳文中［ ］内は，翻訳者らが便宜的に加筆したものである。
なお，原題は，「ソ連の自動車工業とドイツの設備と科学技術の成果の利用（１９４５－１９５０年）」である。
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ソ連の自動車工業と接収ドイツ製設備技術（１９４５－５０年）
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第１次五ヵ年計画期に，ソ連指導部によって選択された強行的な工業開発戦略が実施された結果，
技術的に立ち遅れていたソ連の自動車工業は，全体として抜本的な変化を遂げた。社会経済的な理由
によっても，そして軍事戦略的な理由によっても，国民経済の将来性ある工業部門となったソビエト
自動車工業は，短期間の内に，自動車の大量生産及びベルトコンベアー組立［体制］への飛躍を成し
遂げた。これに際して，諸外国（圧倒的に米国）における近代的な工業設備の獲得と，米国自動車会
社との技術協力は，ソ連における大規模な自動車生産の普及期間を大幅に短縮した。新しい設備を備
えたソ連の自動車工場において，アメリカモデルの貨物自動車および軽自動車の生産が強化された。
１９２８年には，全部で８４１台の自動車を生産していたソ連は，１９３０年代半ばには，貨物自動車の生産で
世界トップの一角を占めた。
２．停滞期：第二次世界大戦期
１９４１年６月２２日のドイツによるソ連攻撃の後，自動車工業は，兵器及び軍事用機械の生産へ大きく
転換した。自動車生産は著しく減少した。戦闘地域から至近距離に位置していた自動車工場の設備
は，１９４１年秋に，ウラル及び沿ヴォルガ地方へ疎開した。１９４１年１０月にモスクワから疎開したスター
リン名称工場の各作業場をベースに，「ウリヤノフスク自動車工場」，「ミアス自動車工場」（１９４４年以
降は「ウラル自動車工場」に改称），「チェリャビンスク鋳造プレス設備工場」及び「シャドリンスク
自動設備工場」が生まれた。「共産党青年インターナショナル名称モスクワ工場」の設備は，スベル
ドロフスク市の戦車工業人民委員会所管企業およびオムスク市のソ連中型機械製造人民委員会補給総
局の基地へ疎開された。
１９４２－４４年に，主要な自動車工場において，１９２０年代終りから１９３０年代初めの旧式化したモデルを
代替すべく，新型自動車を生産するための作業が再開した。過去数年間になされた外国製自動車（な
によりも米国製自動車）の部品，ユニット及び設計の模倣も継続された。１９４４年７月から１９４５年５月
初めにかけて，ソ連指導部によって，国の様々な地域における新しい自動車工場及び自動車組立工場
の建設に関する一連の決定がなされた。ここに予定された諸計画によれば，［ウクライナ共和国の］
ドニェプロペトロフスクと［グルジア共和国の］クタイシの自動車工場，及びミンスク，イルクーツ
ク，コムソモリスク，オデッサ及びリボフの自動車組立工場の建設が提示されている。ドイツ降伏後
ほどなくして，ソ連人民委員会議と国家防衛委員会により，「モスクワ乗用車工場」（１９３０－４１年の間
は「共産党青年インターナショナル名称モスクワ工場」であった）の再建と拡大，「ミンスク自動車
組立工場」をベースとした大規模自動車企業の設立，そして，「ノボシビルスク自動車工場」の新規
建設に関する諸決定が下された。総じてソ連の自動車工業は，戦時期を通じて，既存生産能力の大部
分を保持することに成功している。ソ連自動車製造業の生産能力は，１９４１－４５年の間に，全体とし
て，（１９４１年１月１日現在の２２万３千台から，１９４６年１月１日現在の１９万台まで）３万３千台低下し
た［に過ぎなかった］。
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３．占領地のドイツ自動車工場設備の接収とその規模
１９４５年８月末に，国家防衛委員会は，大規模な自動車工業復興発展計画を採択した。ソ連で操業中
及び新設の自動車工場は，１９５０年には，自動車６０万台の生産水準に到達せねばならなかった。しか
し，［当初］計画された自動車生産拡大のテンポは，まもなく，若干下方修正された。１９４６年３月に
採択された１９４６－５０年度ソ連国民経済復興発展五ヶ年計画によれば，ソ連自動車工業は，１９５０年に
（貨物自動車４２万８千台，軽自動車６万５６００台，バス６４００台を含む）自動車５０万台の生産達成を要求
されている。ソ連自動車工場の生産能力は，同五ヵ年計画の終りまでに，年７５万台の生産が可能とな
ることを保証せねばならなかった。
ソ連自動車製造業の更なる発展に関わる諸課題の解決は，一連の困難を伴っていた。国は，国民経
済復興のための，極めて限られた物材，資金及び労働資源の制約下にあった。戦後の荒廃という条件
の下で，ソ連自動車工場の物的な基盤の強化に重要な役割を果たすべきは，ドイツからの賠償物資調
達であった。ドイツ自動車工業関連企業の解体は，ドイツの軍事能力の根絶と同国の経済の非軍事
化，並びにソ連の経済に戦争が及ぼした損失の補償のためにソ連政権が実施した政策の枠内で，１９４５
年春に開始された。ドイツ企業解体の指揮は，１９４５年２月２５日に設置された国家防衛委員会附属特別
委員会に委任された。ドイツにおけるソ連軍占領地区及びオーストリアに所在するドイツ企業の，ソ
連自動車工業にとって必要な工業設備の撤去に関する初めての諸決定は，１９４５年３－４月に国家防衛
委員会によってなされた。ドイツ自動車工業と自動車工業関連企業の解体に関する諸決定の大部分
は，１９４５年５月から８月初旬に国家防衛委員会によって採択された。ソ連自動車工業省は，１９４６年４
月に，更に幾つかの自動車工場，自動車用ユニット部品製造工場及びその他専門工場の設備をソ連に
搬入する権限を与えられた。
１９４５年後半に，ドイツのソ連占領地区において，ドイツ有数の機械企業合同である「アウト・ウニ
オン・コンツェルン」（１）の自動車，二輪車及び関連企業の設備が撤去された。設備の撤去は，「アウ
ト・ウニオン」の傘下工場，「ホルヒ（Horch）」社，「アウディ（Audi）」社（ツウィッカウ市），
「ヴァンデラー（Wanderer）」社（ケムニッツ市），「デ・カ・ヴェ（DKW）」社（ツショパウ市）及
びその他の企業においても精力的に実施された。また，１９４５－４６年の間に，「オペル（Oper）」社（ブ
ランデンブルク市），「ビュスィング＝NAG（Büssing−NAG）」社（ベルリン，ライプチヒ，エリビン
ク市），「フェノーメン（Phönomen）」社（ツウィッカウ市），「フラモ」社（ハイニヘン市），「フォ
マーク（Vomag）」社（プラウエン市），「ベー・エム・ヴェ（BMW）」社（アイゼナハ市）といっ
た，ドイツ東部（２）に所在する有名な自動車会社の工場から撤去された設備もソ連に搬送された。自動
車企業及び二輪車企業と共に，ドイツのソ連占領地区において，価値の高い生産設備を多数保有して
いた車体工場，自動車用ユニット工場及びベアリング工場も解体された。
（１）（訳者注）同社は，１９３２年に，「アウディ」，「ホルヒ」，「ヴァンデラー」，「デ・カ・ヴェ」４社をベースに設立され
た企業合同（所在地はケムニッツ市）である（西牟田祐二，『ナチズムとドイツ自動車工業』，有斐閣，１９９９年，９７頁
を参照）。
（２）（訳者注）主に，ブランデンブルク州，ザクセン・アンハルト州，ザクセン州を指す。
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事実，１９４６年７月１日までに，ドイツ企業１０８社の設備が，中型機械製造人民委員会（ソ連自動車
工業省）が所管していた工場に搬送されている。中型機械製造人民委員会（ソ連自動車工業省）に
よって解体されたドイツ企業１０８社の内，７６社はドイツのソ連占領地区から，また１３社はポーランド
帰属ドイツ領から，１５社はオーストリアから，３社はチェコスロバキアから，１社は１９３９年時点の国
境線におけるポーランドから，それぞれ設備が搬送された。これらの設備は，自動車，自動車ユニッ
ト，二輪車，自転車，ベアリング及びその他関連の諸工場に納入された。１９４６－４７年に，ソ連自動車
工業省はまた，ドイツの米国占領地区に所在する工業企業３社の設備撤去を行なう機会をも得てい
る。１９４５－４６年の間に，中型機械製造人民委員会（ソ連自動車工業省）の工場は，ドイツのソ連占領
地区，ポーランドに帰属したドイツ領，並びにオーストリア，チェコスロバキア及び１９３９年時点の国
境線におけるポーランドに所在していたドイツ企業から撤去された４７，４７７基の設備を受け取った。こ
のうち，３２，３３９基は金属切削用の工作台であり，３，８８８基は鍛造プレス機械であった。設備の大部分
は，ドイツのソ連占領地区からソ連に搬送された。またソ連中型機械製造人民委員会は，１９４５年秋
に，満州において日本の機械製造企業２０社から撤去された設備５，９４４基も受けとっている。
１９４７年８月，ソ連農業機械省の管理下にあったトラクター工場及び関連工場のソ連自動車工業省へ
の譲渡が行なわれた後，同省所管企業に向けて搬出されたいわゆる「特別調達」設備の総数は６４，００９
基に達した。比較のために，１９４４年７月から１９４８年８月１日の間に，中型機械製造人民委員会（ソ連
自動車・トラクター工業省）のための設備２，０３５基が米国から得られていることを指摘しておかねば
ならない。１９４６－４７年に，ドイツの米国占領地区から中型機械製造人民委員会（ソ連自動車工業省）
の工場へ，どれほどの数の設備が搬出されたのかに関する情報は，中型機械製造人民委員会（ソ連自
動車・トラクター工業省）及びソ連中央統計局の文書フォンドの文書の中からは，明らかにすること
が出来なかった。ソ連中央統計局の文書フォンドに残された資料には，同盟国の評価によれば５２０万
ドルに相当するといった，当該設備の金額に関するデータのみが含まれている。
中型機械製造人民委員会（ソ連自動車・トラクター工業省）の工場へ搬出されたドイツ企業の設備
の実際的な磨耗度は，現時点では近似的にしか測定し得ない。ソ連占領地区から搬出された設備は，
老朽度と軍事行動の結果被った損傷を割り引いた結果，当初の算定価格の６２％に等しいと評価され
た。［ちなみに］ドイツ西部の占領地区において撤去された設備の同様の算定率は６６％であった。し
かし，ソ連に搬送されたドイツ企業の大部分の設備の磨耗度は，やや高めに評価されていると推測さ
れる。ソ連に搬入された工作台，機械及び装置は，概して非常にしっかりしたものであったし，また
十分な耐用年数を残していた［からである］。
ドイツの企業から搬出された設備の大部分は，「スターリン名称モスクワ自動車工場」と「ゴーリ
キー自動車工場」，並びに再建中の「ヤロスラブリ自動車工場」の生産能力拡大に充てられた。ドイ
ツ企業から撤去された設備の導入は，ドイツやオーストリアからの設備調達開始以前は全部で２６２基
の金属切削用工作台が稼動していたに過ぎない「モスクワ小型乗用車工場」の生産フォンド（３）を大幅
に拡充した。自動車製造業としての活動を戦時中は事実上停止していた同工場は，１９４７年初めに再び
（３）（訳者注）企業が保有する生産資本の総体的なストックを指す。
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軽自動車の生産に着手した。数多くのドイツ製設備が，「ウラル自動車工場」や，建設されたドニェプ
ロペトロフスク，ミンスク，ウリヤノフスク，クタイシ及びノボシビルスクの自動車工場に導入され
た。
１９４７年初めまでに，ソ連で操業中及び新設の自動車工場に向けて，全部で３０，０００基以上のドイツ製
「特別調達」設備が搬出された。各自動車工場は，生産フォンド充実のために，（個々のユニットや
部品の製造に特化した企業を含む）ドイツ企業数社の設備を受け取った。中型機械製造人民委員会
（ソ連自動車工業省）の系列に属する，自動車組立，自動車用トレーラー，自動車ユニット，二輪
車，ベアリング及びその他の工場もまた，ドイツ企業から撤去された施設によって，自らの生産フォ
ンドを大幅に拡充した。
ドイツの工場から没収した設備の保管と稼動の組織化に際して，ソ連の自動車企業は一連の困難な
課題を解決する必要に直面した。工場の大部分において保管用地のストックが不十分なために，当
初，到着した機械はしばしば野外に放置された。［更に］設備の一部は，補充や復旧作業，そして時
にはより複雑な修理を行なう必要があった。ドイツやその他の国々から持ち込まれたおびただしい数
（自動車工場によっては，搬出された設備の３０～４０％に相当する）の工作台，装置，機械及び器具
は，引き受け側である工場にとって不必要ないし生産体制に合致しておらず，再配分の必要があっ
た。１９４５－４７年だけでも，中型機械製造人民委員会（ソ連自動車・トラクター工業省）所管工場の間
で，１３，０００基以上の設備が再配置された。
中型機械製造人民委員会（ソ連自動車・トラクター工業省）の所管工場に納入された「特別調達」
設備の稼動は，１９４５年下半期に開始した。中型機械製造人民委員会（ソ連自動車・トラクター工業
省）所管工場へ向けて搬送されたドイツ及び日本企業の設備の大半は，１９４６－４８年に稼動開始した。
１９４９年初めまでに，ソ連自動車・トラクター工業省所管工場において，４７，５７７基の「特別調達」設備
（同部門の企業において稼動した全設備の３９．６％）が設置された。１９４５－４８年に，中型機械製造人民
委員会（ソ連自動車・トラクター工業省）所管企業にとっては生産体制に合致していないか，ないし
は余分な設備６，３５３基が，他の工業部門へ移譲された。ドイツ及び日本企業から搬出された設備の稼
動と，未設置設備の他の省系列への移譲プロセスがようやく完了したのは，１９５０年代前半のことで
あった。この作業の遂行が長びいたのは，いくらかは，ソ連自動車・トラクター工業省が，１９４８年
（１０月）から１９５０年代初めの政府決定に基づいて他の工業省に移譲するために，ノボシビルスク，ド
ニェプロペトロフスク及びその他の工場から搬出された「特別調達」設備の，所管企業間の配分と再
稼動を組織しなければならなかったという事情によっている。［なお，］利用方法を見つけることに失
敗した設備は，スクラップとして廃棄処分されている。
４．接収した設備と技術の寄与
解体されたドイツ企業の設備導入に関するソ連の自動車工業関係者たちの期待は，部分的にしか叶
えられなかった。［半製品工具等工場内自家製造の万能主義的な］集中度が極めて高かったソ連自動
車工業と異なり，ドイツの自動車製造業は，自動車工場と，半製品，ユニット，および部品の多数の
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サプライヤーとの間で形成された広範な協業体制のもとで組織されていた。解体されたドイツ自動車
工場の大部分の設備の基本を構成していたのは，一般的な金属切削用工作台であった。この工作台
は，特殊な設備に基づくものよりも生産性からみて低い水準にあったが，熟練労働力の下では，新型
で，消費者の要求する，原則として限定シリーズとして生産される自動車モデルへの速やかな移行が
可能であった。ドイツ製設備が供給された結果，事実上全てのソ連の自動車工場が万能設備を必要数
受け取ることになり，これらは，［工場内の］主要な機械製作部門，並びに工具製作プレス部門や修
理部門の部分的な設備補充のために利用された。ソ連の自動車工業が，技術的に拡充された生産の組
織化と，生産能力の複合的な拡大のために切実に必要とした鍛造プレス及び鋳造設備は，原料産地に
近く，主としてドイツ西部に所在していた特化した企業が保有していた。しかしながら，ソ連とその
軍事同盟者の共同賠償政策が破綻した結果，ソ連自動車工業省は，ドイツ西部の占領地区から設備を
大量に入手することができなくなった。ドイツのソ連占領地区で中型機械製造人民委員会（ソ連自動
車工業省）の代表者によって解体された最も高価な鍛造プレス設備は，ソ連最大級の自動車工場であ
る「ゴーリキー自動車工場」及び「スターリン名称モスクワ自動車工場」に送られた。米国政府に
よって１９４８年に導入された，ソ連貿易に対する制限［措置］が執行されるまでの間は，ソ連の自動車
工場は，ベルトコンベヤー式大量生産［システム］に必要な，生産性の高い設備の需要を合衆国から
の供給を利用して賄うことに部分的には成功した。特殊金属切削用工作台，鍛造プレス機械，鋳造設
備及び非規格品製造機械設備の製作もまた，ソ連の機械製作関連省庁の企業とソ連自動車工業省（ソ
連自動車・トラクター工業省）の主たる工場によって習得された。しかしながら，ソ連の自動車工場
においては，全体として，近代的で生産性の高い特定用途向け及び規格化ユニット用の金属切削用工
作台，並びに鍛造プレス，溶接，動力機器，工作器具，そして特に，鋳造設備が不足していると感じ
られた。
同時に，強調されなければならないのは，投資資金の全体的な不足と，（輸入および自国生産など
の）他の源泉から，短期間のうちに自動車工業の発展に不可欠な設備を十分な量受け取る可能性が欠
如している中で，ドイツ企業から搬送された工作機械，機械類，および機械装置によるソ連自動車工
場の生産フォンドの拡充が，疑いなく，自動車生産量の増大を促進したことである。
工業製品生産能力の強化と同時に，ソ連の主要な自動車工場は，戦争終結後すぐに，新型の貨物用
及び軽自動車の生産を習得するための大規模な作業を展開した。建設された自動車工場もまた，徐々
に自動車生産［の仕方］を習得していった。一方，新製品生産の習得と自動車生産量の著しい拡大
は，「ゴーリキー自動車工場」と「スターリン名称モスクワ自動車工場」によって実現された。これ
らの工場の生産フォンドの基盤は，ドイツとの戦争開始までに形成されていたのである。［これとは
逆に］戦時中および戦後間もなく建設された企業の生産量は，極めて僅かであった。
戦後の主なソ連製貨物用自動車と軽乗用車の設計は戦時中に既になされていたこと，並びにこれと
関連して，ソ連の自動車設計者はアメリカのエンジニアリング経験の吸収に勤しんでいたことから，
ドイツモデルのコピーはあまり普及しなかった。一方，安価な小型軽自動車の生産という課題を既に
１９３９年に受けていた「モスクワ乗用車工場」（旧「共産党青年インターナショナル名称モスクワ工
場」）では，戦後も，大衆の需要を満たすように企図された自動車の現代的モデルによる生産の準備
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が整っていなかった。戦後のソ連製小型乗用車は，ドイツの「オペル・カデットＫ－３８」の複製とす
る旨の決定が，１９４５年８月に採択された。この自動車の設計は十分に進歩的であり，かつ大量生産技
術の要請とも合致していた。ここでは１９２０年代の末から１９３０年代初めにかけて形成された，アメリカ
流派技術者たちの技術的達成に心ひかれる［ソ連の自動車設計者たちの］伝統が大きく損なわれるこ
とはなかった。なぜなら，「オペル」社は，１９２０年代末に「ゼネラル・モータース」（米国）のコン
ツェルンに参加しており，コンベア式組立のために生産技術的に完成された自動車生産に関するアメ
リカの経験を積極的に利用していたからである。新しいソ連の小型乗用車は，「モスクヴィッチ－
４００」と命名された。「モスクヴィッチ」の設計図は，工場で所有していた「オペル・カデット」のモ
デルに倣って，「モスクワ小型乗用車工場」の設計者によって作られた。この工場には，「オペル・カ
デットＫ－３８」の設計図がドイツから６２９葉納入された。一方，「モスクヴィッチ」の製造に際して
は，ドイツの技術文書は利用されなかった。この自動車の製造技術は，「モスクワ小型乗用車工場」
の専門家によって独自に開発され，後に何度も改良を重ねられた。
「モスクヴィッチ－４００」の本格的生産は，１９４７年１月から始まった。その改良モデルは，１９５４年
２月に「モスクヴィッチ－４０１」と命名された。１９４６年１２月から１９５６年４月までに，「モスクワ乗用車
工場」は，モスクヴィッチを２４７，４３９台生産した。実際のところ，モスクヴィッチは，個人の消費需
要を満たすことを主たる目的として生産されたソ連最初の自動車となったのである。
５．二輪車製造とドイツモデル
自動車工業においては，ドイツの工業技術力の利用は，同部門の発展に決定的な影響を与えはしな
かったが，戦後のソ連二輪車製造業の発展に対しては，ドイツ企業の設備の輸入やドイツモデルの複
製が強い影響を与えた。戦後のかなり長い期間，ソ連で製造された二輪車の事実上全てのモデルは，
ドイツの１９３６－１９３９年の型の複製である。複製のために正しいモデルを選択したこと，ドイツの設
計・生産技術文書を広く利用したこと，ドイツから目的に適った設備を広範に調達したこと，および
戦前までにこの部門で豊かな経験を有していた軍事企業を二輪車生産に参加させたことといった理由
から，ソ連では，戦後の僅かな期間で二輪車生産を極めて急速に拡大することに成功した。１９５０年に
達成されたソ連における二輪車の生産高は，１９４０年の１８倍超に上ったのであった。
ドイツのソ連占領地区における［ドイツの会社による］自動車と二輪車生産が，戦後まずはじめに
完全に停止された。在独ソ連軍事行政府により，１９４５年１０月１３日に，アイゼナハの BMW工場におけ
る乗用車と二輪車の生産再開に関する決定が採択された。この在独ソ連軍事行政府によって計画され
た生産プログラムの実施に不可欠な１，２００基の施設が BMWアイゼナハ工場に設置された。［しかしす
ぐ後に］同社の設備の大部分が解体され，１９４６年にはソ連に搬出された。ドイツ資産に対するソ連の
所有権の登記手続きと，賠償として受領した資産の効率的な管理の組織化に関する措置の枠内で，ア
イゼナハ BMW工場は，１９４６年９月，ソビエト機械製作株式会社に移譲された。１９４７年初めにソビエ
ト国有株式企業「アフトヴェロ」が設立された後，同工場は，この経営組織の管理下に移った。
１９４６年９月半ばから１９５２年３月までに，アイゼナハ BMW工場では，自動車２０，５３３台と二輪車３０，８７２
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台が生産された。アイゼナハ BMW工場で１９４０年代後半から１９５０年代初めにかけて生産された自動車
と二輪車の一部は，ソ連にも納入された。この工場の製品はまた，ドイツの東部において活動中だっ
たソ連機関にも納入され，東独市場で販売されたほか，フィンランド，ポーランド，ハンガリー，ス
ウェーデン，ノルウェー，その他の国々に輸出された。１９５２年５月末に採択されたソ連政権の決定に
伴い，工場は，ドイツ民主主義共和国政府に売却された。この工場の活動は，ソ連の自動車工業の発
展に対しては，何ら実質的な影響を及ぼさなかった。
１９５０年６月末に，やはりソビエト国有株式企業「アフトヴェロ」に属する企業の一つとなっていた
工場「シムソン＆Ｋ」（ズリ市）は，二輪車の生産を始めた。同工場で生産された二輪車の大部分
は，ドイツ民主主義共和国の国内市場で販売されたが，製品の一定数は，これまたソ連やその他の
国々に納入された。１９５２年に「シムソン＆Ｋ」もまた東ドイツ政府に売却されている。
６．総括：ソ連自動車工業へのドイツの設備技術の影響
中型機械製造人民委員会（ソ連自動車・トラクター工業省）はまた，戦争終結後にソ連の自動車工
業と関連部門の発展のためにドイツの科学技術力の研究と利用の組織化に関する措置を採択した。
１９４５年９月から１０月にかけて，ドイツのソ連占領地区における幾つかの都市において，ソ連専門家
の指導の下で，一連のドイツ人技師，中級技術者，および労働者が働く生産技術・設計ビューローが
開設された。１９４６年末，ソ連自動車工業省科学技術部がドイツに設置され，その構成員としては，ベ
ルリン・エンジンビューロー，ケムニッツ自動車ビューロー，同二輪車ビューロー，ライプチヒ自動
車技術ビューロー，およびシュバルツェンベルグ車体ビューローが参加した。それ以前に計画された
作業を完了した他の生産技術・設計ビューローは，１９４６年中に廃止された。
在独ソ連自動車・トラクター工業省科学技術部は，全部で２２２件の科学技術作業を実施し，規格化
ユニット，さらに小規模のユニット，エンジン，器具，およびその他の構造と装置など，１７１種類の
試作モデルを手がけた。しかしながら，主なソ連の研究センターや工場から分離された下位の技術及
び設計部門によって然るべき開発作業が行われるという，［この］選択された組織スキームは，十分
に効率的ではなかった。在独ソ連自動車・トラクター工業省科学技術部の専門家は，通常，対応する
ソ連の工場の生産能力や，様々なプロジェクト・設計作業の実施の必要に関するデータを有していな
かった。他方，［ソ連の］自動車工場と部門別学術研究所は，在独科学技術部やその下位に属する
ビューローの活動にかなり懐疑的であった。ドイツ製自動車はかなり複雑で，その製造は高くつくと
見なしたソ連の技師達は，アメリカの技術的成果，並びに自己の経験をより当てにした。計画された
作業が完了した後，在独ソ連自動車・トラクター工業省科学技術部は１９４９年１０月に廃止された。在独
ソ連自動車・トラクター工業省科学技術部に属した生産技術・設計ビューローにおいて作られた規格
化ユニット，さらに小規模のユニット，エンジン，器具，プラント，その他の構造と装置の試作モデ
ルは，ソ連に搬出され，ソ連自動車・トラクター工業省学術研究機関と，同省の傘下にある該当する
プロフィールを持つ企業に納入された。
ソ連中型機械製造人民委員会（自動車・トラクター工業省）の在独科学技術下部組織の活動は，全
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体としてみれば，ソ連の自動車製造業の発展に重要な影響を与えたわけではなかった。ドイツで実施
された設計開発の大部分は，［ソ連では］利用されなかった。他方，ソ連独自の将来計画のソ連自動
車工業への導入もまた，極めて緩慢であった。第二次世界大戦後，間もなく世界で発生した政治的軍
事的対立という厳しい条件のもとで，ソ連の科学技術政策の優先課題は，米ソ間の軍事バランス（原
子力，ロケット，その他のハイテクプロジェクト）を確保するために必要となる先進的な武器及び軍
事機器の開発とその生産確立であった。こうした条件の下では，民生部門は，その将来の発展を見越
した開発の創造と産出される製品のダイナミックな更新に必要な物材，資金，および知的資源をいち
じるしく奪われており，同時に，当時機能していた機密体制によって，経済の国防部門で開発された
技術的革新に関する情報へのアクセスを有していなかった。
幾つかの困難にも拘わらず，全体としては，戦後初の五カ年計画の期間において，ソ連の自動車工
業は十分に認められる成功を達成した。トラックの製造は優先事項であり続けたものの，ソ連で
は，１９４８年から，生産高全体に占める小型乗用車の割合を増加させる傾向が目指された。１９３８年に達
成された戦前期におけるソ連自動車生産の最高水準は，１９４９年に大幅に超過された（全体としては約
３０．７％の増加で，小型乗用車のみで見ると６９．２％）。１９４８－４９年にソ連で生産された２４モデルの自動
車のうち，１８モデルの生産は戦後開発されたものであった。ソ連の総自動車生産量は，１９４６－５０年の
間に，毎年平均３７％拡大した。自動車生産のダイナミックな拡大は，様々な要素の結合の結果として
可能になったものである。そのうち特記すべきは，第二次世界大戦終了後の，主要なソ連の自動車工
場における軍需品生産の方向転換，ドイツ企業から解体された設備の導入の結果として著しい規模で
実施された自動車工業における稼働生産能力の拡大，調達原料や物資の段階的増大，新しい生産技術
プロセスの習得，要員数の増大などである。
他方，１９４６－５０年の国家計画に盛り込まれたソ連自動車工業の発展課題は実現されなかった。ソ連
の自動車工業によって，年間５０万台の生産水準が達成されたのは，１９５０年代末のことである。第５次
五カ年計画の初期には，自動車工業における発展の鈍化傾向が明確に現れた。自動車工業の生産能力
の一部を，軍事生産と一般消費財（冷蔵庫，自転車など）の生産に振り替えるというソ連政府の決定
によって，自動車の生産高は，１９５０年代の初めにかなりはっきりと減少した。「特別調達」設備に
よってソ連の自動車企業の生産フォンドを充当する効果はかなり限られていた。「特別調達」の過程
でソ連の自動車工場に納入された設備の大部分は，長期的な経済成長の諸条件を確保する可能性を
持ってはいなかった。ソ連自動車工業は，生産フォンドの均整的な拡大に必要となる工作台や機械を
入手できず，事実上，賠償納入の過程で持ち込まれた資源を，効果的に利用することを完全には確保
できなかった。自動車工業における生産高の更なる増大とその技術水準の向上を確保するためには，
生産能力の著しい拡大，生産性の高い新設備の大規模な導入，先進的な生産技術プロセスの習得，信
頼性が高く経済的なトラック・乗用車の新たな設計開発が必要だった。これらの課題をソ連の経済シ
ステムの枠内で解決するためには，資金供給と物的資源によって補強された政府決定が必要だった
が，こうしたものが適時に採択されることはなかった。閉鎖されたソ連経済空間の枠内での［自動車
工業の］自律的発展の可能性は非常に限られていた。こうした状況では，ソ連の自動車工業の，主要
先進工業諸国からの慢性的な立ち遅れは宿命であった。
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（表１）ソ連における自動車生産台数の推移（１９１８－６５年）
自動車生産台数（台）
年
総数
うち；
トラック 軽乗用車 バス
１９１８ ７ ０ ７ ０
１９１９ ２ ０ ２ ０
１９２０ ０ ０ ０ ０
１９２１ ０ ０ ０ ０
１９２２ ３ ０ ３ ０
１９２３ ２ ０ ２ ０
１９２４ １７ １０ ７ ０
１９２５ １１６ １１６ ０ ０
１９２６ ３８１ ３６６ １５ ０
１９２７ ４８７ ４５１ １２ ２４
１９２８ ８４１ ７４０ ５０ ５１
１９２９ １７１２ １４７１ １５６ ８５
１９３０ ４２２６ ４０１９ １６０ ４７
１９３１ ４００５ ３９１５ ０ ９０
１９３２ ２３８７９ ２３７４８ ３４ ９７
１９３３ ４９７１０ ３９１０１ １０２５９ ３５０
１９３４ ７２４３７ ５４５７２ １７１１０ ７５５
１９３５ ９６７１６ ７６８５４ １８９６９ ８９３
１９３６ １３６４８８ １３１５４６ ３６７９ １２６３
１９３７ １９９８５７ １８０３３９ １８２５０ １２６８
１９３８ ２１１１１４ １８２３７３ ２６９８６ １７５５
１９３９ ２０１６８７ １７８７６９ １９６４７ ３２７１
１９４０ １４５３９０ １３５９５８ ５５１１ ３９２１
１９４１ １２４１７６ １１６１６９ ３９８０ ４０２７
１９４２ ３４９７６ ３０９４７ ２５６７ １４６２
１９４３ ４９２６６ ４５５４５ ２５４６ １１７５
１９４４ ６０５４９ ５３４６７ ５３８２ １７００
１９４５ ７４６５７ ６８５４８ ４９９５ １１１４
１９４６ １０２１７１ ９４５７２ ６２８９ １３１０
１９４７ １３２９６８ １２１２４８ ９６２２ ２０９８
１９４８ １９７０５６ １７３９０８ ２０１７５ ２９７３
１９４９ ２７５９９２ ２２６８５４ ４５６６１ ３４７７
１９５０ ３６２８９５ ２９４４０２ ６４５５４ ３９３９
１９５１ ２８８６８３ ２２９７７７ ５３６４６ ５２６０
１９５２ ３０７９３６ ２４３４６５ ５９６６３ ４８０８
１９５３ ３５４１７５ ２７０６６７ ７７３８０ ６１２８
１９５４ ４０３８７３ ３００６１３ ９４７２８ ８５３２
１９５５ ４４５２６８ ３２８０４７ １０７８０６ ９４１５
１９５６ ４６４６３２ ３５６４１５ ９７７９２ １０４２５
１９５７ ４９５４０８ ３６９５０４ １１３５８８ １２３１６
１９５８ ５１１０７４ ３７４９００ １２２１９１ １３９８３
１９５９ ４９４９９４ ３５１３７３ １２４５１９ １９１０２
１９６０ ５２３５９１ ３６２００８ １３８８２２ ２２７６１
１９６１ ５５５３３０ ３８１６１７ １４８９１４ ２４７９９
１９６２ ５７７４８０ ３８２３５５ １６５９４５ ２９１８０
１９６３ ５８７０１２ ３８２２２０ １７３１２２ ３１６７０
１９６４ ６０３０８４ ３８５００６ １８５１５９ ３２９１９
１９６５ ６１６３１２ ３７９６３０ ２０１１７５ ３５５０７
（出所）：Краткий автомобильный справочник. 10−e издание. М., 1985. С. 6 ; Шугуров
Л.М.АвтомобилиРоссиии CCCP.Частьпервая.М., 1993.С. 74 ; Частьвторая.
М., 1994.С. 139.
源河 朝典・岩崎 一郎・杉浦 史和・島 信之３１６
－１３８－
（表２）ソ連における自動車工業の生産能力と生産の増強計画（１９４６－５０年）
計画内容
年
１９４６ １９４７ １９４８ １９４９ １９５０
各年末時点での自動車産業における
総生産能力（生産台数） ２７０３００ ４５０６００ ５８０６００ ６９５６００ ８００６００
うち：
トラック ２５００００ ３９５０００ ５０５０００ ６０００００ ６９５０００
軽乗用車 ２０３００ ５５６００ ７５６００ ９５６００ １０５６００
自動車生産台数（注） １５００００ ２５００００ ３６００００ ４６５０００ ６０００００
うち：
トラック １４００００ ２２７２００ ３２００００ ４０７５００ ５１４５００
軽乗用車 １０６００ ２３４５０ ４０６００ ５７６００ ８５６００
本表には，１９４５年８月２６日付「自動車工業の復興と発展に関する国家防衛委員会決定」の施策に関する１９４５年８月２９日
付ソ連中型機械製造人民委員会指令で指示されたデータが正確に記されている。１９４６－５０年におけるソ連の予定自動車生
産量についての総括は，この文書の中で十全に行われている。
（出所）：РГАЭ.Ф. 8115.Оп. 8.Д. 385.Л. 324−322, 320.
（表３）設備が解体搬送されたドイツ東部の自動車工場・二輪車工場
ソ連に搬出された設備を所有していた
企業の名称及び所在地
設備の解体及びソ連への搬送に関する
国家国防委員会ないしソ連閣僚会議の
決定の日付
設備を受け入れた工場
Büssing−NAG社（エリビング市） １９４５．０４．１２ ヤロスラブリ自動車工場
Büssing−NAG社（ベルリン市） １９４５．０５．１０ ドニェプロペトロフスク自動車工場
オペル社（ブランデンブルグ市）
支社（ラテノフ市）
支社（ブルグ市）
１９４５．０５．２６
１９４５．０５．２６
１９４５．０６．２６
クタイシ自動車工場
フェノーメン社（ツィッタウ市） １９４５．０５．２６ スターリン名称モスクワ自動車工場
DKW社（ツショパウ市） １９４５．０６．０８
モスクワ二輪車工場
セルプホフ二輪車工場
ヴァンデラー社（ケムニッツ市） １９４５．０６．０８ キエフ二輪車工場
フラモ社（ハイニヘン市） １９４５．０６．２６ ミンスク自動車工場
ホルヒ社（ツウィッカウ市） １９４５．０７．２８ ゴーリキー自動車工場
アウディ社（ツウィッカウ市） １９４５．０７．２８ モスクワ小型自動車工場
フォマーク社（プラウエン市）
１９４５．０８．０３
１９４６．０４．０９
ヤロスラブリ自動車工場
ミンスク自動車工場
ノボシビルスク自動車工場
Büssing−NAG社（ライプツィヒ市） １９４６．０４．０９
第４０工場（１９４８年９月からムィチシチ
機械製造工場）
BMW社（アイゼナハ市；含支社） １９４６．０４．０９ ノボシビルスク自動車工場
（出所）：РГАЭ.Ф. 8115.Оп. 8.Д. 379.Л. 200−197 ; Д. 381.Л. 221−220 ; Д. 382.Л. 40−39, 261−258, 265−264 ; Д. 383.
Л. 44−42 ; Д. 384.Л. 251−248 ; Д. 385.Л. 61−59 ; Д. 508.Л. 121−119 ; Оп. 18в.Д. 35.Л. 35 ; Д. 85.Л. 78−76.
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（表４）設備が解体搬送されたオーストリアの主要ドイツ系自動車工場
ソ連に搬出された設備を所有していた
企業の名称及び所在地
設備の解体及びソ連への搬送に関する
国家防衛委員会決定の日付
設備を受け入れた工場
ザウレル社（ウィーン市） １９４５．０４．２６ ヤロスラブリ自動車工場
アウストロ・フィアット社（ウィーン
市）
１９４５．０４．２６ ミンスク自動車工場
グレフ＆シュティフト社（ウィーン
市）
１９４５．０４．２６ スターリン名称モスクワ自動車工場
シュタイル社（シュタイル市） １９４５．０７．２８ ウリヤノフスク自動車工場
（出所）：РГАЭ.Ф. 8115.Оп. 8.Д. 381.Л. 89−87 ; Д. 384.Л. 264−261 ; Оп. 18в.Д. 85.Л. 75.
（表５）ソ連へ設備が解体搬送されたアメリカ占領地域のドイツ工場
ソ連に搬出された設備を所有してした
企業の業種，名称及び所在地
設備の解体及びソ連への搬送に関する
人民委員会議－ソ連閣僚会議の決定の
日付
設備を受け入れた工場
航空エンジン工場「ダイムラー・ベン
ツ」社（ハイデルベルグ市）
１９４６．０２．２０ ノボシビルスク自動車工場
ボールベアリング工場「クゲルフィ
シェル」（シュバインフルト市）
１９４６．０２．２０
国家第一ベアリング工場（モスクワ
市）
自動車・二輪車用電気設備生産工場
「ノリス・チュンドリフト」（ニュル
ンベルグ市）
１９４７．０５．２６ カルーガ二輪車用電気設備工場
（出所）：РГАЭ.Ф. 8115.Оп. 8.Д. 508.Л. 4−3 ; Д. 584.Л. 40−39 ; Ф. 1562.Оп. 329.Д. 4597.Л. 120.
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（表６）ドイツのソ連占領地域，ポーランドに移譲されたドイツ領土，オーストリア，チェコスロバキア及び１９３９年時点
のポーランド領土のドイツ企業から１９４５－４６年にソ連へ解体搬送された設備の数
総 計
（個数）
うち
ドイツ内ソ
連占領地域
から
ポーランド
に移譲され
たドイツ領
土から
オーストリ
アから
チェコスロ
バキアから
１９３９年時点
のポーラン
ド領土から
設備がソ連に搬送された企業の総数 １０８ ７６ １３ １５ ３ １
ソ連に搬送された設備総数
うち：
４７４７７ ３８６１５ １９０２ ５１７５ １７７８ ７
発電・電気設備（電動機を含む） ７１１８ ６４８７ ３０４ ２３４ ９３ ０
金属切削機 ３２３３９ ２５４１５ １０７９ ４３１７ １５２３ ５
鍛造・プレス設備 ３８８８ ３３９５ １７１ ２６０ ６２ ０
鋳造設備 ２０１ １８１ １５ ５ ０ ０
電気・ガス溶接設備 １１０８ ９０６ １８ １４４ ４０ ０
ポンプ・圧縮設備 ５０２ ４１８ ４０ ４１ ３ ０
木材加工設備 ８７６ ５０６ ２２５ １３４ １１ ０
クレーン設備 ４２１ ３４９ ４５ ２７ ０ ０
輸送設備 １６３ １０９ ０ ８ ４６ ０
建設設備 ５３ ５３ ０ ０ ０ ０
砕鉱・砕粉設備 ３０ ３０ ０ ０ ０ ０
熱電気炉 ３３５ ３２５ ５ ５ ０ ０
圧延・測定機器 ８ ６ ０ ０ ０ ２
換気装置，ヒーター ４３５ ４３５ ０ ０ ０ ０
本表には１９４７年４月３０日にソ連自動車産業省が受け取ったところの，１９４５－４６年にドイツ系企業から撤去された設備の
受け入れに関する詳細な最終データが引用されている。
（出所）：РГАЭ.Ф. 8115.Оп. 18в.Д. 84.Л. 50−41.
（表７）ソ連における二輪車生産台数の推移（１９３２，３７，４０，４５－５０年）
年 １９３２ １９３７ １９４０ １９４５ １９４６ １９４７ １９４８ １９４９ １９５０
生産台数 １００ １３１００ ６８００ ４７００ ６１００ ２９６００ ６７５００ ９２１００ １２３１００
（出所）：Промышленность CCCP.Статистическийсборник.М., 1964. C. 410.
（表８）BMWアイゼナハ工場における自動車・二輪車生産台数の推移（１９４６年９月１５日－１９５２年３月３１日）
年 １９４６１） １９４７ １９４８ １９４９ １９５０ １９５１ １９５２２） 総計
自 動 車 ６８７ ２０５５ ２５００ ３０００ ３６５５ ６５７０ ２０６６ ２０５３３
二 輪 車 ４７１ ２５６５ ２９０２ ４２５０ ６６４３ １０７２６ ３３１５ ３０８７２
注：１）データは BMWアイゼナハ工場からソビエト機械製造株式会社に提出されたもの。９月１５日以降のデータ。
２）１－３月のデータ。
（出所）：РГАЭ.Ф. 107.Оп. 2.Д. 1282.Л. 10 ; Д. 1265.Л. 36−37.
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